居宅介護（介護予防）住宅改修費受領委任払い契約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　菊陽町（以下「甲」という。）と住宅改修施行事業者　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）との間に、「介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。第４５条第５項及び第５７条第５項」並びに「厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類」（平成１１年厚生省告示第９５号。以下「住宅改修」という。）及び「居宅介護住宅改修費支給限度基準額及び介護予防住宅改修費支給限度基準額」（平成１２年厚生省告示第３５号。以下「基準額告示」という。）に基づき、甲が行う居宅介護（介護予防）住宅改修費（以下「住宅改修費」という。）の受領委任払いについて、以下のとおり契約を締結する。

（目的）

第１条　この契約は、甲が行う介護保険の被保険者について、住宅改修費支給申請事務に係る被保険者の便宜を図るとともに、被保険者の自己負担費用の一時的軽減と生活の安定に寄与する　ことを目的とする。

（対象者）

第２条　受領委任の対象者は、甲が行う介護保険の要介護被保険者等とする。ただし、法第６６条の規定により支払方法が変更されている要介護被保険者等は、この対象としない。

（手続）

第３条　受領委任により、住宅改修をする要介護被保険者等は、その実施についてあらかじめ、指定居宅介護支援事業者を通じて、甲と事前協議を行わなければならない。

２　要介護被保険者等は、受領委任により利用者負担額の支払に代えようとするときは、介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書（受領委任払用）（別記様式第２号）により、乙に申し出なければならない。

３　要介護被保険者等から受領委任の申出を受けた乙が、その申出に同意したときは、前項の支給申請書に必要事項を記入し、押印の上、これを要介護被保険者等に交付するものとする。

４　前項の支給申請書を受理した要介護被保険者等は、これに領収書及び改修後の状態が確認できる書類、住宅改修理由書を添付して甲に提出するものとする。なお、必要に応じ所有者の承諾書も併せて添付するものとする。

（支給決定）

第４条　甲は、前項の申請があったときは、速やかに支給の可否を決定し、その内容を償還払いの場合は要介護被保険者等に、受領委任払いの場合は乙に通知するとともに、支給を決定した場合には、住宅改修費を申請書で指定する事業者の預金口座に振り込むものとする。

（義務）

第５条　乙は要介護被保険者等への住宅改修の実施に関し、要介護被保険者等の依頼する指定居宅介護支援事業者と連絡調整を行わなければならない。

２　乙は、要介護被保険者等への住宅改修の実施に当たっては、他の利用者との公平性・公正性を確保しなければならない。

（不正受給）

第６条　甲は、受領委任の方法によって不正に住宅改修費を受給したことを確認したときは、その費用の全部又は一部を乙から返還させるものとする。

（契約の解除）

第７条　乙がこの契約内容に違反した場合その他介護保険法に違反した場合は、甲は契約を解除することができる。

（有効期間）

第８条　この契約の有効期間は、令和　年　　月　　日から令和　年　　月　　日までとする。

（変更届の提出）

第９条　乙は、住所又は代表者等が変更になった場合は、甲に変更届を提出するものとする。

（疑義等の決定）

第１０条　この契約書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、その都度甲、乙協議して、これを定めるものとする。

この契約を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。

　　令和　年　　月　　日

　　　甲　　所在地　　熊本県菊池郡菊陽町大字久保田２８００番地

　　　　　　名　称　　菊陽町

　　　　　　代表者　　菊陽町長　　𠮷　本　孝　寿　　　　　㊞
　　乙　　所在地　　
　　　　　　名　称　　
　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　㊞
